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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

第２四半期連結
累計期間

第７期
第２四半期連結
累計期間

第６期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （千円） 12,085,885 13,789,416 27,982,734

経常利益又は経常損失（△） （千円） △142,169 97,759 630,634

当期純利益又は四半期純損失

（△）
（千円） △131,538 △101,279 209,933

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 509,418 △37,965 984,680

純資産額 （千円） 15,466,870 15,613,031 15,865,833

総資産額 （千円） 30,847,224 32,183,214 32,590,790

１株当たり当期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）
(円） △6.64 △5.11 10.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.3 43.0 43.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △127,396 △616,553 887,920

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,358,768 △201,973 △2,194,554

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 300,266 556,560 234,607

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 3,253,592 3,132,212 3,380,017

 

回次
第６期

第２四半期連結
会計期間

第７期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成25年
　７月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 14.31 5.29

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

       ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

       ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社に異動はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間よりKawakin Core-Tech Vitnam Co.,Ltdは重要性が増したため、連結の範囲に含め

ております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクの内容に重要な変更

はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間においての日本経済は、第１四半期に消費税率引上げに伴う消費の反動減はみられまし

たが、第２四半期は企業業績の回復や堅調な公共投資を背景に緩やかながら回復基調となりました。一方、世界経済

は、米国景気は堅調であったものの、欧州景気は低迷、中国をはじめとする新興国景気は減速となりました。

　こうした環境下、当社グループにおきましては、素形材事業、産業機械事業で受注が伸びたことを主因に増収とな

り、収益面でも改善がみられました。第２四半期連結業績は、売上高13,789百万円（対前年同期比14.1％増）、経常

利益97百万円（前年同期は経常損失142百万円）、四半期純損失101百万円（前年同期は四半期純損失131百万円）と

なりました。

セグメントの状況

「素形材事業」

　企業収益の回復に伴い、素形材需要は高まり、鋳造品、精密鋳造品、異形鋼ともに受注が伸び、当事業の売上

高は5,451百万円（対前年同期比16.4％増）となりました。

「土木建築機材事業」

　公共事業は回復基調にあるものの受注競争の激化等により、当事業の売上高は4,656百万円（対前年同期比

6.1％減）となりました。

「産業機械事業」

　油圧機器、ゴム用射出成型機は、土木・建築、産業車両・自動車など需要堅調な業界からの受注が好調で、当

事業の売上高は3,442百万円（対前年同期比55.6％増）となりました。

「不動産事業」

　当事業の売上高は238百万円（対前年同期比4.7％増）となりました。

 

（２）財政状態

前連結会計年度末と比較し、資産は、主として売掛債権の減少により減少いたしました。負債につきましては、

主として仕入債務の減少により減少いたしました。純資産につきましては、利益剰余金の減少により減少いたしまし

た。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によ

るキャッシュ・フローの増加により資金が増加したため、資金の残高は3,132百万円（前年同期は3,253百万円）とな

りました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローにより支出された資金は、616百万円（前年同期は127百万円の支出）となり

ました。これは主にたな卸資産の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローにより支出された資金は、201百万円（前年同期は1,358百万円の支出）とな

りました。これは主に有形固定資産の取得による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローにより獲得された資金は、556百万円（前年同期は300百万円の資金増加）と

なりました。これは主に長期借入れによる収入によるものであります。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

（５）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、買収防衛策を下記のとおり導入しております。

Ⅰ 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

 当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値お

よび会社の利益ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが

必要であると考えております。上場会社である当社の株券等は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められて

おり、当社株券等に対する大量買付行為またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するもので

はなく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

 しかしながら、近年の我が国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大量買付

行為またはこれに類似する行為を強行する動きも見受けられないわけではなく、こうした大量買付行為の中には、そ

の目的等からして企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株

式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討し

あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が大量買付者

の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために大量買付者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業

価値向上および会社の利益ひいては株主共同の利益に資さないものも想定されます。

 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共

同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、企業価値および

会社の利益ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買付行為またはこれに類似する行為を行う

者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付行為に対

しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確

保する必要があると考えます。

Ⅱ 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

１．企業価値向上への取組み

 平成20年に創業60周年を迎えた当社グループは、一貫して「高品位な製品で安心安全を提供し、よりよい社会の実

現に貢献する」ことを経営理念としてきており、当社の免震支承や制震装置によって橋梁などの社会資本や学校、病

院、庁舎、ビルやマンションに至る建築物、ひいては市民の安全を守ることをその使命としております。鋳造部品、

産業機械パーツにおきましても、最終製品の機能を十二分に発揮させ、ユーザーが安心して使える製品提供を目指す

ものであります。

 この企業理念を実現するために、次の３点を経営の基本方針としております。

（１）全社員の能力向上により、社の総合力を高め成長と発展を続ける。

（２）新たな技術へのたゆまぬ挑戦により、顧客のニーズを満たす。

（３）法令遵守の精神にのっとり、公明正大な企業活動を実践する。

　この経営の基本方針にのっとり、当社グループは、世界単位で激変する環境の中にあっても、安定的な収益を確保

できうる経営基盤の強化を図るとともに、更なる発展を目指し、平成20年度から始まる中期経営計画を策定し、実行

しております。また、過大な設備、人的資源の見直しを目的としたグループ全体を見渡した体制再構築を積極的に推

進し、原材料の高騰などの外部要因による影響を内部吸収できるような筋肉質なグループ体制にしてまいります。こ

のような体制再構築の一環として、グループ全体の最適化の観点にたった経営資源の再配分やリスク管理、事業基盤

の維持強化を進めるため、持株会社制へ移行いたしました。

 現在、当社グループは、当社、連結子会社12社により構成され、土木建築用構造機材、素形材、および産業機械の

３分野を主な事業領域としております。いずれも「高品位部材メーカー」をキーワードに高い技術力と確かな製品力

によって、需要家のニーズを満足させることを経営方針としております。

 土木建築用構造機材につきましては、橋梁用免震支承のトップシェアを維持しており、市場のリーダーとして高機

能化や低価格化といった課題に取り組んでおります。

 素形材につきましては、永年培ってきた技術力と現場力によって、産業機械用部品や自動車部品などを中心に、新

しい材質や形状の鋳造、加工にチャレンジしております。特に安価な外国製品に対抗できる価格競争力を備えつつ、

品質・納期面での優位性を出すことによって、差別化をはかっております。

 産業機械につきましては、高機能が要求されるマーケットにあって、トップメーカーの地位を確保すべく、国内向

け、海外向けともにさまざまなニーズに応えられるような技術提案力の向上と生産能力の増強に努めております。
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 このような状況の中で、上記の経営の基本方針をベースに当社グループの中期経営計画を平成20年度からスタート

させております。当社グループは、当中期計画を以下のようなポイントに重点を置いて策定しております。

（1）時代の変化に迅速に対応できる柔軟で活力ある企業体質づくりをはかる。

   ① 新製品の開発・販売の強化、ならびにスピードアップ

   ② 技術力・生産力・営業力の強化

（2）収益力の強化

   ① 商品の適正価格販売

   ② トータルコスト低減

（3）安全で健康な職場作り

 以上のとおり、当社グループにおける企業価値の源泉は、各事業分野において永年にわたり蓄積してきた「技術

力」と「現場力」にあります。それらによって構築された顧客との長期的信頼関係、変化する顧客ニーズを満たす新

製品開発能力、市場への提案力、品質・納期に関する製品力などが当社グループの持続的な企業価値および会社の利

益ひいては株主共同の利益向上への取組みの根幹となっております。そして当然ながらにして、これらのような技術

的見地をベースに、さまざまなノウハウを有機的かつ継続的に融合させていくことのできる人材が、この取組みに必

要不可欠であります。当社グループは、当社グループが関わる製品や技術情報、市場等についての豊富な経験と知

識、すなわち「技術力」と「現場力」に対する適切な理解なくしては、当社グループの企業価値および会社の利益ひ

いては株主共同の利益を向上させるための施策の策定、実行は困難であると考えております。

２．コーポレートガバナンス（企業統治）への取組み

 また、当社は、企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を向上させるためには、経営の効率性、健全

性、透明性を高め、コーポレートガバナンスを充実させることが重要であると考えております。

 経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制の確立と取締役の経営責任を明確にするために、取締役全員

の任期を１年としております。また、監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成され、監査役は、取締役会に出

席するほか、各種会議等に参加し、積極的に意見を述べており、十分な経営チェックが可能な体制となっておりま

す。

 内部監査については、業務執行機関と独立した部門として、監査室を設置しております。内部統制システムの構築

とグループ内浸透を推し進めております。

 また、株主の皆様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーからの信頼を一層高めるため、安全・環境・

品質の確保、社会貢献活動、法令遵守の徹底等のCSR活動の更なる充実に努めております。

Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

１．本プラン継続の必要性

 当社としては、大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価値および会社の利益ひいては株主

共同の利益に資するものであるか否か、株主の皆様に適切に判断していただき、提案に応じるか否かを決定していた

だくためには、大量買付者および当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供され、検討のための十分な期間

が確保されることが不可欠であると考えます。また、当社は、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の

利益の確保または向上の観点から大量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要があると判断する場合には、大

量買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行う必要もあると考えており

ますので、そのために必要な時間も十分に確保されるべきであります。

 当社は、このような考え方に立ち、以下のとおり本プランを継続することといたしました。

２．本プランの概要

 当社は、平成21年6月26日開催の定時株主総会において、「当社株券等の大量買付行為への対応策」（以下「旧プラ

ン」といいます。）を導入いたしましたが、旧プランの有効期間は、平成24年３月期の定時株主総会の終結の時まで

とされております。そこで、旧プランの有効期間満了に先立ち、当社は、平成24年５月25日開催の取締役会及び本定

時株主総会において、本プランを継続することを決定いたしました。なお、本プランの有効期間は、本定時株主総会

終了後から平成27年３月期に係る当社定時株主総会の終結時までです。

　本プランは、当社株券等の一定数以上の買付けその他の有償の譲受けの結果、(i)当社の株券等の保有者が保有する

当社の株券等に係る株券等保有割合の合計、もしくは、(ii)当社の株券等の公開買付者が所有しまたは所有すること

となる当社の株券等および当該公開買付者の特別関係者が所有する当社の株券等に係る株券等所有割合の合計のいず

れかが20％以上となる者による当社株券等の買付けその他の有償の譲受けまたはその提案（以下、あわせて「大量買

付行為」といいます。）を適用対象としています。
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　本プランは、当社取締役会および独立委員会が、大量買付行為を行いまたは行おうとする者（以下「大量買付者」

といいます。）から、買収の是非に関する株主の皆様の適切なご判断および当社取締役会の評価・検討等のために必

要な情報の提供を要請し、提供された必要情報を評価・検討するための手続を定めています。

　当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員

会は、この諮問に基づき、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締役会は、

(i)大量買付者が本プランに定める手続きに従わず、または(ii)大量買付行為が、当社の企業価値および会社の利益ひ

いては株主共同の利益を著しく害するものであると当社取締役会が認めた場合には、当社取締役会は、独立委員会に

よる上記勧告を最大限尊重して、当該大量買付者および当該大量買付行為の具体的内容ならびに当該大量買付行為が

当社の企業価値・会社の利益・株主共同の利益に与える影響等を評価・検討等した上で、対抗措置の発動の是非を判

断します。

　また、当社取締役会が対抗措置を発動するに際しては、社外監査役全員を含む当社監査役全員の賛成を得た上で、

当社取締役全員の一致により発動の決議をすることといたします。当社取締役会は、当該決議を行った場合、当該決

議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに株主の皆様に情報開示を行います。

　当社取締役会は、対抗措置として大量買付者等による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が大量買付者

等以外の者から当社株式と引換えに取得することができる旨の取得条項等が付された新株予約権（以下「本新株予約

権」といいます。）の無償割当ての実施を決議した場合、当社は、本新株予約権を当該決議によって定める全ての株

主に対して無償割当ての方法により割り当てます。

Ⅳ 上記各取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　上記Ⅱ記載の取組みは、当社の企業価値の源泉を十分に理解した上で策定されており、当社の企業価値および会社

の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に向上するべく十分に検討されたものであって、まさに基本方針の実現に

資するものです。したがって、当該取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、ま

た、当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。

　また、上記Ⅲ記載の取組みである本プランは、当社株券等の大量買付行為が行われる場合に、当該大量買付行為の

提案に応じるか否かを株主の皆様に決定していただくために必要な情報と期間を確保し、あるいは当社取締役会が大

量買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行うために必要な時間を確保

すること等を可能とすることにより、当社の企業価値および会社の利益ひいては株主共同の利益を確保、向上させる

ことに資するものであり、基本方針に沿うものであると考えております。

　さらに、本プランは、(i)経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確

保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しており、株式会社東京証券取引所の定める

買収防衛策の定める買収防衛策の導入に係る諸規則の趣旨に合致していること、(ii)株主意思を重視するものである

こと、(iii)独立性の高い社外者からなる独立委員会の判断が最大限尊重されることとされており、かつその判断の概

要については、適宜株主の皆様に情報開示を行うこととされていること、(iv)あらかじめ定められた合理的な客観的

要件が充足されなければ発動されないように設定されていること、(v)取締役会及び独立委員会が、当社から独立した

第三者の意見を取得できるものとされていること、(vi)有効期間満了前であっても株主総会または取締役会によりい

つでも廃止することができるものとされていること、(vii)取締役の期差任期制が採用されていないこと等の理由か

ら、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えて

おります。

 

（６）研究開発活動

 特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年11月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 20,000,000 20,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年7月1日～

 平成26年9月30日
- 20,000,000    - 500,000    - 125,000
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 川金ホールディングス取引先持株会 　埼玉県川口市川口２－２－７ 1,168 5.84

 ㈱みずほ銀行

 (常任代理人資産管理サービス信託銀行㈱)

 東京都千代田区大手町１－５－５

　（東京都中央区晴海１－８－１２）　
980 4.90

 鈴木　信吉 　東京都文京区 951 4.76

 ㈱埼玉りそな銀行  さいたま市浦和区常盤７－４－１ 924 4.62

 鈴木　布二子  東京都新宿区 798 3.99

 特殊メタル㈱  東京都中央区京橋１－１－１ 756 3.78

 鈴木パーライト㈱  埼玉県川口市本町１－１４－５ 548 2.74

 オイレス工業㈱  東京都港区港南１－６－３４ 542 2.71

 鈴木　明子  東京都千代田区 531 2.66

 鈴木　紀子  東京都新宿区 476 2.38

 計  － 7,677 38.39
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年9月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    186,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,805,900 198,059 －

単元未満株式 普通株式      7,500 －
一単元(100株)未満

の株式数

発行済株式総数 20,000,000 － －

総株主の議決権 － 198,059 －

 

②【自己株式等】

平成26年9月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社川金ホール

ディングス

埼玉県川口市川口

２-２-７
186,600 - 186,600 0.93

計 － 186,600 - 186,600 0.93

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,510,714 3,262,919

受取手形及び売掛金 8,619,723 7,587,548

たな卸資産 ※１ 3,921,532 ※１ 4,927,602

未収入金 294,068 279,398

繰延税金資産 51,750 67,667

その他 1,386,826 330,448

貸倒引当金 △54,946 △28,721

流動資産合計 17,729,669 16,426,862

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,654,936 4,101,098

機械装置及び運搬具（純額） 2,796,347 3,586,116

工具、器具及び備品（純額） 266,312 345,396

土地 4,116,699 4,111,928

建設仮勘定 688,517 134,046

有形固定資産合計 11,522,814 12,278,586

無形固定資産 344,128 376,082

投資その他の資産   

投資有価証券 2,522,250 2,479,175

退職給付に係る資産 2,961 3,313

繰延税金資産 59,314 47,803

破産更生債権等 60,997 50,365

その他 413,789 575,530

貸倒引当金 △65,137 △54,505

投資その他の資産合計 2,994,177 3,101,682

固定資産合計 14,861,120 15,756,351

資産合計 32,590,790 32,183,214

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,295,488 3,504,646

短期借入金 1,300,000 1,200,000

1年内返済予定の長期借入金 3,362,116 3,658,712

未払法人税等 363,283 227,958

未払消費税等 86,705 90,296

未払費用 319,276 337,825

繰延税金負債 11,934 7,794

賞与引当金 234,711 260,926

その他 616,476 775,805

流動負債合計 10,589,991 10,063,965

固定負債   

長期借入金 3,216,892 3,722,910

リース債務 983,379 861,225

繰延税金負債 326,200 407,297

役員退職慰労引当金 274,779 225,856

退職給付に係る負債 468,078 422,890

その他 865,634 866,036

固定負債合計 6,134,965 6,506,217

負債合計 16,724,956 16,570,183
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 688,042 688,042

利益剰余金 11,630,703 11,296,363

自己株式 △40,218 △40,219

株主資本合計 12,778,527 12,444,187

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 736,770 868,894

為替換算調整勘定 536,539 526,491

その他の包括利益累計額合計 1,273,309 1,395,386

少数株主持分 1,813,995 1,773,457

純資産合計 15,865,833 15,613,031

負債純資産合計 32,590,790 32,183,214
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 12,085,885 13,789,416

売上原価 10,257,002 11,349,662

売上総利益 1,828,882 2,439,753

販売費及び一般管理費 ※１ 2,295,625 ※１ 2,278,402

営業利益又は営業損失（△） △466,742 161,350

営業外収益   

受取利息 9,542 3,596

受取配当金 19,391 25,532

受取賃貸料 6,751 5,153

為替差益 102,816 －

助成金収入 1,307 －

受取保険金 218,326 12,022

その他 24,277 26,147

営業外収益合計 382,413 72,451

営業外費用   

支払利息 50,628 51,030

為替差損 － 69,619

その他 7,211 15,393

営業外費用合計 57,840 136,043

経常利益又は経常損失（△） △142,169 97,759

特別利益   

固定資産売却益 1,013 33,240

投資有価証券売却益 526 －

負ののれん発生益 1,740 34,639

特別利益合計 3,280 67,880

特別損失   

固定資産処分損 3,758 6,468

投資有価証券評価損 － 16,200

本社移転費用 1,730 －

設備移設費用 8,134 4,980

その他 77 1,010

特別損失合計 13,700 28,659

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△152,589 136,980

法人税、住民税及び事業税 44,702 228,912

法人税等調整額 △54,549 △8,363

法人税等合計 △9,846 220,548

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △142,743 △83,568

少数株主利益又は少数株主損失（△） △11,204 17,711

四半期純損失（△） △131,538 △101,279
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △142,743 △83,568

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 296,572 135,587

為替換算調整勘定 355,589 △89,984

その他の包括利益合計 652,161 45,602

四半期包括利益 509,418 △37,965

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 469,711 △48,118

少数株主に係る四半期包括利益 39,707 10,152
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
△152,589 136,980

減価償却費 371,828 417,872

負ののれん発生益 △1,740 △34,639

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,748 △36,856

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,277 26,214

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 15,000 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △47,501 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △45,188

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △58,027 △48,923

受取利息及び受取配当金 △28,934 △29,128

支払利息 50,628 51,030

投資有価証券売却損益（△は益） △526 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 16,200

固定資産売却損益（△は益） △1,013 △33,240

固定資産処分損益（△は益） 3,758 6,468

売上債権の増減額（△は増加） 283,892 1,011,756

たな卸資産の増減額（△は増加） △330,287 △1,033,676

仕入債務の増減額（△は減少） 12,666 △781,882

その他 △94,614 147,608

小計 37,566 △229,405

利息及び配当金の受取額 28,934 29,128

利息の支払額 △50,815 △51,976

法人税等の支払額 △143,081 △364,299

営業活動によるキャッシュ・フロー △127,396 △616,553

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △14 △9

投資有価証券の取得による支出 △38,873 △3,272

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,364 －

有形固定資産の取得による支出 △608,098 △333,048

有形固定資産の売却による収入 78,623 36,753

貸付けによる支出 △688,614 －

その他 △103,155 97,605

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,358,768 △201,973
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 699,976 △100,000

長期借入れによる収入 1,100,000 2,600,000

長期借入金の返済による支出 △1,690,656 △1,797,386

社債の償還による支出 △36,400 －

セール・アンド・リースバックによる収入 411,298 49,953

配当金の支払額 △74,146 △73,955

少数株主への配当金の支払額 △2,290 △2,040

その他 △107,515 △120,012

財務活動によるキャッシュ・フロー 300,266 556,560

現金及び現金同等物に係る換算差額 21,359 △34,568

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,164,539 △296,533

現金及び現金同等物の期首残高 4,418,131 3,380,017

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
－ 48,728

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,253,592 ※ 3,132,212
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

連結範囲の変更

　第１四半期連結会計期間よりKawakin Core-Tech Vitnam Co.,Ltd.は重要性が増したため、連結の範囲に含め

ております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

商品及び製品 358,246千円 653,792千円

仕掛品 2,380,849 2,716,637

原材料及び貯蔵品 1,182,436 1,557,173

 

　２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

受取手形割引高 2,097,242千円 1,686,404千円

受取手形裏書譲渡高 234,545 476,250

電子記録債権譲渡高 － 190,502

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

役員報酬及び給料手当 900,711千円 882,001千円

退職給付費用 13,714 12,646

賞与引当金繰入額 27,485 30,831

役員賞与引当金繰入額 15,000 －

役員退職慰労引当金繰入額 9,549 △42,210

貸倒引当金繰入額 4,968 △27,440

 

　２　季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　当社グループの土木建築機材事業は公共工事の依存割合が高いため、第４四半期連結会計期間に売上高が集中

しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 3,434,622千円 3,262,919千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △181,030 △130,706

現金及び現金同等物 3,253,592 3,132,212

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　平成25年６月27日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,300千円

　②１株当たり配当額　　 　　　 3.75円

　③基準日　          平成25年3月31日

　④効力発生日　　　　 平成25年6月28日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

　平成25年11月８日開催の取締役会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,300千円

　②１株当たり配当額　　 　　  3.75円

　③基準日　          平成25年9月30日

　④効力発生日　　　　平成25年12月９日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　平成26年６月27日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,300千円

　②１株当たり配当額　　 　　　 3.75円

　③基準日　          平成26年3月31日

　④効力発生日　　　　 平成26年6月30日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

　平成26年11月７日開催の取締役会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,300千円

　②１株当たり配当額　　 　　  3.75円

　③基準日　          平成26年9月30日

　④効力発生日　　　　平成26年12月８日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素形材 土木建築機材 産業機械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 4,684,996 4,959,602 2,213,058 228,227 12,085,885 － 12,085,885

セグメント間の
内部売上高又は振替高

254,358 － 235,108 38,217 527,684 △527,684 －

計 4,939,355 4,959,602 2,448,167 266,444 12,613,570 △527,684 12,085,885

セグメント利益
又は損失（△）

△484,565 △39,894 135,812 173,519 △215,128 △251,613 △466,742

注１．セグメント利益又は損失の調整額の金額は、全社費用△329,230千円、セグメント間取引消去等77,617千円であります。なお、全
社費用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　　のれんの金額の重要な変動はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　 重要な負ののれん発生益はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素形材 土木建築機材 産業機械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 5,451,826 4,656,103 3,442,518 238,967 13,789,416 － 13,789,416

セグメント間の
内部売上高又は振替高

234,411 － 238,798 38,903 512,112 △512,112 －

計 5,686,237 4,656,103 3,681,317 277,870 14,301,528 △512,112 13,789,416

セグメント利益
又は損失（△）

△163,981 △85,128 458,662 181,038 390,590 △229,239 161,350

注１．セグメント利益又は損失の調整額の金額は、全社費用△274,797千円、セグメント間取引消去等45,558千円であります。なお、全
社費用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　　のれんの金額の重要な変動はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　 当社の連結子会社である㈱松田製作所は自己株式を買い取りを実施したしました。

　　買取価額が純資産額を下回ったため、産業機械事業において34,639千円の負ののれん発生益が生じま

した。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △6円64銭 △5円11銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △131,538 △101,279

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） △131,538 △101,279

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,813 19,813

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　平成26年11月7日開催の取締役会において平成26年9月30日を基準日とする中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,300千円

　②１株当たり配当額　　 　　 3円75銭
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月12日

株式会社川金ホールディングス

取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 前原　一彦　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 澁江　英樹 　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社川金

ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７

月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社川金ホールディングス及び連結子会社の平成26年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
 

EDINET提出書類

株式会社川金ホールディングス(E21200)

四半期報告書

22/22


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

